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「経済財政運営と改革の基本方針 2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実

現～」（いわゆる骨太の方針 2018）について（お知らせ） 

 

平成 30 年 6 月 6 日付け日調連発第 58 号をもってお知らせしました標記方針 2018 が本月 15

日に閣議決定され、内閣府の下記ウェブサイトに公開されましたので、参考までにお知らせし

ます。 

なお、同資料中、P62～63（第 3 章４（2）社会資本整備等の（人口減少時代に対応した制度

等の抜本見直し）に所有者不明土地等の対策に関する記述がありますのでこの旨申し添えます。 

 

記 

 

「経済財政運営と改革の基本方針 2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～」 

  http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2018/decision0615.html 
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